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本ガイドラインの背景と目的
１.はじめに

３

 想定読者

➢ スタートアップの製品・サービスの購買を通して、自社が有する課題解決及び戦略的利益の獲得を目的にスタートアップ
との連携に取り組んでいる／取り組み始めた事業会社の実務責任者や担当者

➢ アーリー以降の事業ステージで、プロトタイプから一歩進めた実用段階に向けた購買に供する製品やサービスを現に有して
おり、事業会社との連携に取り組んでいる／取り組み始めたスタートアップの担当者

 背景・目的

➢ 我が国におけるイノベーションの循環をより強化していくため、事業会社とディープテック・スタートアップ（以下、スター
トアップ）とが双方の強みを活かしながら、研究開発成果の社会実装に取り組んでいくことが重要です。

➢ 本ガイドラインでは、事業会社とスタートアップの連携を通じて双方が大きく成長した事例を増やすべく、調達・購買に着目
しました。事業会社によるスタートアップの製品・サービスの調達の戦略的活用は、相互に共創パートナーとして大きなメ
リットもあり、需要の創出、双方の成長、また、スタートアップ・エコシステムの発展にも寄与する可能性があります。

➢ こうした背景を元に、国立研究開発法人新エネルギ―・産業技術総合開発機構（NEDO）「令和6年度『ディープテック・ス
タートアップの成長に資する事業会社との新たな協業に必要なモデル・手法等に関する調査』事業（受託者：デロイト トー
マツベンチャーサポート株式会社）」において研究会を立ち上げ、事業会社とスタートアップが共創により新たな事業の創
出等を行う際の、スタートアップからの製品・サービスの調達・購買の新たな位置づけや考え方、あるべき共創のプロセスを
改めて構築しつつ、そうした新たな調達・購買にとって望ましい契約の具体的な内容について検討を行いました。

➢ 研究会の取りまとめとして、事業会社にとってのスタートアップ調達の在り方（プロセスや推進体制など）とともに、新たな
事業の創出等の実現を見据えた肝となるプロセス「初期購買・検証」に焦点を当てた「共創パートナーシップ 調達・購買ガ
イドライン」（通称：ベンチャークライアントモデルのガイドライン）を策定しました。あわせて、具体的・実務的な活用を
促進するため、「共創パートナーシップ 初期購買モデル契約書」（通称：初期購買モデル契約書）及び「初期購買趣意書」
を策定しました（別紙）。

➢ 本ガイドライン等を積極的に活用いただき、スタートアップの製品・サービスの調達・購買を通したオープンイノベーション
が活性化されることを期待します。





企業がサステナブルであるためには、イノベーションを創出して新たな市場・ビジネスを創っていくことが必
要です。この文脈に沿い、スタートアップによって創出された技術やソリューションを事業会社が事業化する、
日本独自のオープンイノベーションの取り組みが加速しています。

オープンイノベ―ションに関わる手法は様々あると思いますが、日本においては、業務提携、共同研究開発、
CVC活動を通した出資、買収などを中心として取り組まれてきました。本事業はそれらの手法とはアプローチを
異にし、「事業会社がスタートアップの製品・サービスを比較的簡易な手続で調達・購買する」というVenture 
Client Model (通称VCM)”に着目し、以下のような取り組みを実施しました。

・「スタートアップの製品・ソリューションの調達・購買を通したオープンイノベーション」について国内外の
ベストプラクティスを調査分析、論点と解決方針を抽出し、有識者による議論を踏まえて、「あるべき姿」とし
て取りまとめました。

・スタートアップの製品・ソリューションの調達・購買と検証を迅速かつスムーズに推進する一助として、ベス
トプラクティスからの学びや有識者の議論をもとに、購買契約にかかるモデル契約書を公開しました。

VCMは、海外での取り組みが加速し、日本においても注目度が高まっている手法です。この観点からアプロー
チを試みた本事業が、日本における事業会社／スタートアップによるオープンイノベーションを前進・加速させ
ていくための推進力になれば幸甚に耐えません。
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座長からのメッセージ

鮫島正洋

弁護士法人内田・鮫島法律事務所

代表パートナー弁護士・弁理士

１.はじめに





委員からのメッセージ（2/2） ※研究会座長 鮫島氏 以下五十音順

１.はじめに

杉本直樹
ホンダ・イノベーションズ株式会社 代表取締役 CEO

Hondaでは「Honda Xcelerator Ventures」というプログ
ラムを通じて、スタートアップ企業とのオープンイノベー
ションをグローバルに推進しています。技術や事業での協
業・出資・買収、などさまざまな手法で、スタートアップと
Hondaの力を合わせて、より大きな「The Power of 
Dreams」の実現に、過去20年にわたり取り組んでいます。
Hondaのこの知見が、日本のベンチャーエコシステムの更
なる発展にお役に立てるなら幸いです。

楢﨑浩一
SOMPOホールディングス株式会社 グループCDO執行役専務

染田貴志
株式会社HACARUS 代表取締役 CEO

販売組織が成熟していないフェーズの研究開発型のスター
トアップにとって、大企業との連携はその後の拡販や資金調
達といった事業成長の側面で重要な意味を持ちます。本研究
会において取り上げられたベンチャークライアントモデルに
基づいた検討は、スタートアップ側の目線からみても大企業
との連携提案の際に留意すべき具体的な指針となるものです。
本検討内容を大企業連携の中で活用し、より多くの大企業・
スタートアップの協業が加速することを期待しています。

依田大
株式会社イノフィス 取締役

7

これからの日本を牽引していく鍵は事業会社とスタート
アップのコラボレーションにより、共に成長する未来を築
くことだと考えています。そのためには、これまでの慣習
とは違った契約やプロセスの簡略化、経営陣の迅速な意思
決定がより重要になってきます。ベンチャークライアント
モデルをもとにこれらの整備を進め、共に持続的な成長を
可能にする仕組みを構築することで、我が国のオープンイ
ノベーションの加速、新たな価値創造を実現して行けると
信じています。

日本のスタートアップエコシステムをさらに発展させるに
は、大企業とスタートアップの実質的な連携を増やすことが
不可欠です。本研究会では、スタートアップと大企業の協業
を促進するベンチャークライアントモデルを基に議論を深め
ています。このモデルは、大企業にとって低コストで効率的
にイノベーションを創出する手段となり、スタートアップに
は早期の顧客獲得を通じて成長を加速させる効果があります。
Win-Winのアプローチとして、この手法が広く普及し、より
多くの大企業とスタートアップが共に成長することを願って
います。



オープンイノベーション手法としての“調達・購買”への期待２．

８

本ガイドラインの概要と伝えたいこと
１.はじめに

スタートアップの製品・サービスの調達・購買を通したオープンイノベーションの望ましい在り方３．

モデル契約書の概要と活用方針４．

概要

伝えたいこと

概要

伝えたいこと

概要

伝えたいこと

事業会社とスタートアップの協業手法のうち、スタートアップの製品・サービスの調達・購買を通した
オープンイノベーション手法に注目する背景やメリットについて整理している

調達・購買を通したオープンイノベーション手法は、事業会社における効果の高い成果創出やスタート
アップの事業成長など、双方にメリットがある手法であり、より積極的な活用が望ましい

調達・購買を通したオープンイノベーション手法について、先行事例・インタビュー調査・有識者による
研究会での協議を通じて導出した想定論点、その解決に向けた考え方や望ましい在り方（プロセス・推進
体制など）を整理している

調達・購買を通したオープンイノベーション手法では、事業会社による包括的かつ効率的なシーズ探索、
迅速かつ合理的な調達・購買交渉、製品・サービスの初期的な検証を通じたスタートアップへのフィード
バック、本格導入に向けた調整といったプロセスを円滑に実施していくことが重要である

スタートアップの製品・サービスの初期購買・検証を行う際に活用できる「初期購買趣意書」
「初期購買モデル契約書」について、概要や活用方法、ポイントとなる内容について整理している

事業会社においてはスタートアップの製品・サービスを初期的に購買する際の専用のプロセス整備に、
スタートアップにおいては事業会社との契約内容に関する交渉時の指針として、積極的にご参照頂きたい
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 事業会社側は、スタートアップの製品・サービスの調達を多用し、効果検証の機会を増やすことで、
自社の経営課題の解決に真に資するスタートアップを効率的に採用し、イノベーション創出につなげられる

 スタートアップ側は、事業会社の調達は売上に直結し、また事業会社の事業環境で自社製品等の検証が進む
ため、本格採用につながる蓋然性を高めるとともに、事業化への技術的課題の早期発見・解決が期待できる

12

調達・購買を通したオープンイノベーションのメリット

• 戦略的利益※の創出を念頭におき、課題を解
決するスタートアップの本格採用を購買と
いう形式でシンプルに行うことで、協業を
効果の高い成果創出に繋げることができる

• 出資及び共同開発に比してコストが少額で
あるため多くの機会に取り組める

再現性のある

戦略的利益の

創出

• 自社開発や共同開発ではなく、できる限り
既存のスタートアップの製品・サービスを
活用することで、製品化／商用化までの期
間を大幅に短縮することができる

• 知的財産権等についての交渉が原則不要な
ので、円滑に協業を推進できる

迅速な

成果創出

• 製品・サービスの調達・購買を通じてス
タートアップを理解した上で、次の協業オ
プションを検討することで、確度が高まる

• 既存のスタートアップの製品・サービスを
活用することで、開発の成否等の不透明さ
が払拭される

成果創出の

確度向上

• 調達・購買により、事業会社からの売上を
獲得できる

• 事業会社との取引実績が生まれることで、
市場からの信用が得られ、次の取引に繋が
る可能性がある

売上実績の

獲得

• 事業会社からフィードバックを得ることで、
製品・サービスの改善に繋がる可能性がある

• 調達・購買を契機に事業会社との共同研究
開発に移行し、研究設備・人材・ノウハウを
活用することで、事業化への各種課題を解消
できる可能性がある

製品・サービス

改善の進展

• 事業会社がスタートアップの製品・サービ
スを調達し、事業環境での検証が進むこと
で、製品・サービスが事業会社のソリュー
ションや、プロセス等に本格採用される確
度が高まる

本格採用の

確度向上

事業会社 スタートアップ

２.オープンイノベーション手法としての“調達・購買”への期待

※戦略的利益：
自社の既存事業とのシナジーや新事業・製品開発による売り上げ増加、プロセス改善によるコスト削減など、協業を通じて得られる
利益や価値のことを指す



 事業会社によるスタートアップの製品・サービスの調達・購買に関しては、将来を含めた調達のコミットメント
（LOI・オフテイク契約・AMC）もあれば、需要を顕在化させ本格的な調達につなげるためのプロセスもある
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【参考】スタートアップの製品・サービスの調達・購買に関連する取り組み
２.オープンイノベーション手法としての“調達・購買”への期待

基本合意書
（LOI）

事業会社によるスタートアップの製品・サービスの調達・購買に関する様々な取り組み

オフテイク契約

事前買取制度
（AMC）

ベンチャー
クライアント

モデル

出所）経済産業省「GXスタートアップの創出・成長に向けたガイダンス」や各種公開情報より作成

• 事業会社からのスタートアップの製品・サービスに対する需要表明と、
スタートアップが供給を行う意思があることを合意する文書

• 契約が締結される前の初期段階で使用され、法的拘束力は持たない

概要名称

• スタートアップが提供する予定の製品・サービスの全部または一部を、購
入または販売するための、スタートアップと事業会社の間の契約

• 技術の成熟度が向上し、量産化に向けた設備投資を行う/行っている際に、
生産予定の商材の長期購買契約として使用されることが多い

• 法的拘束力を持つ

• 特に、高リスクで長期的な研究開発を必要とする分野において、未開発の
新製品や技術を将来的に購入することを事前に約束することで、スタート
アップの研究開発やスケールアップを促進する仕組み

• 事業会社が直面する戦略的な課題を解決する手段として、優れたスタート
アップの製品・サービスの購買を行う手法（本格採用を前提にした需要の
顕在化を目的にした初期購買を伴う手法）

• 上記活動を、数多く、迅速に、確実に、行うため、組織・調達プロセス・
契約の一部をスタートアップフレンドリーに最適化している

 事業会社

• スタートアップによる研究開発が促進されること
で、将来的な課題に対するソリューションを確保
できる

 スタートアップ

• GX領域など足許に顕在化した需要が無い場合に、
将来的な需要の確度を高めることができれば、起
業促進、VC評価獲得、研究開発・設備投資に踏み
切ることができるようになる

 事業会社

• 自社が直面する課題の解決による戦略的利益の創出

 スタートアップ

• 売上獲得や取引による市場からの信頼獲得、
製品へのFBを通じた改善活動の進展

メリット
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 国内外のベストプラクティスを調査分析し、事業会社によるスタートアップの製品・サービスの調達・購買
の論点と解決方針を抽出、有識者による研究会での議論を通して“望ましい在り方”を導出した
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望ましい在り方の導出方法

事業会社によるスタートアップの製品・サービスの調達・購買に係る、

論点の抽出及びその解決に向けた考え方の整理

調達・購買を通したオープンイノベーションの望ましい在り方

ベンチャークライアントモデルに取り組む国内外の事業会社及び、

事業会社との取引実績が豊富なスタートアップへのヒアリング

ベンチャークライアントモデルをはじめとした、

事業会社のスタートアップの製品・サービスの調達・購買を

通じたオープンイノベーション手法の調査・分析

有識者による研究会での議論

スタートアップの製品・サービスの調達・購買を通したオープンイノベーションの望ましい在り方の導出方法

３．スタートアップの製品・サービスの調達・購買を通したオープンイノベーションの望ましい在り方

















 先行事例の調査や国内外企業へのインタビュー等を通じ、事業会社において「初期購買・検証」を実行する
うえで想定される論点とベストプラクティスを導出した

24

「初期購買・検証」において想定される論点と対応方針（事業会社）

ベンチャークライアントモデルを実施する国内外企業へのインタビューや、デスクトップリサーチ等を基にベストプラクティスを抽出

想定論点

購買までの
リードタイムの短縮

1

法務・購買部門との
社内調整

2

製品・サービスの
保証

4

製品と情報の
取り扱い

3

検収要件と
不適合責任

5

6

内容

• 購買までのプロセスを
どのように簡略化するか

• 従来の購買プロセスと異なるため、法
務・購買部門とのコンフリクトが生じる
可能性があり、どのように対処するか

• 製品へのフィードバック等を理由として、
スタートアップへ知財の要求を行う場合
が多々あり、どのように対処するか

• スタートアップの製品の初期購買時にど
の程度の品質や仕様を求めるか

• 自社のセキュリティポリシーへの準拠を
求めるべきか

• 品質要件にPoC等での目標値を含めるか、
また結果に応じて不適合責任は追及でき
るのか

• 競合対策としてスタートアップに対して
排他的な供給や共同開発権を要求すべき
か

インタビューを基に抽出したベストプラクティス

• スタートアップの製品の初期購買のために、専用の与信プロ
セス、NDA、購買契約などを予め定式化する

• 本格採用時には既存の購買プロセスを尊重しつつ、初期購買
のための専用プロセスを追加する形で内部で調整を行う

• 前提として初期検証では開発は行わず、検証に専念する
• 製品に対するフィードバックを理由とした知的財産の要求は

行わない

• 製品の仕様は仕様書にて明文化の上で保証を求めるが、品質
については検証で確認するものとして保証を求めない

• 初期購買・検証ではリスクは限定的であることから自社が通
常用いるセキュリティポリシーへの準拠を求めず簡略化する

• 検収要件は製品の仕様を対象とし、品質と明確に区別する
• 検証の目標値は初期購買契約外（例．初期購買趣意書）で

明確化する
• 品質に対する不適合責任をスタートアップに求めない

• 本段階では排他的な要求は行わない
• 共同研究開発が必要となった場合は、別途契約等について協

議する

排他的権利や
共同開発権の要求

３．スタートアップの製品・サービスの調達・購買を通したオープンイノベーションの望ましい在り方



 先行事例の調査や国内外企業へのインタビュー等を通じ、スタートアップにおいて「初期購買・検証」を実
行するうえで想定される論点とベストプラクティスを導出した
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「初期購買・検証」において想定される論点と対応方針（スタートアップ）

事業会社と取引実績にあるスタートアップへのインタビューや、これまでの研究会での協議内容を基にベストプラクティスを抽出

想定論点

技術・提供価値の
パッケージ化

1

販売可能な
製品・サービスの用意

2

導入と運用に
必要な支援

4

販売形態の整備3

事業会社のMVPへの
対応方法

5

製品仕様の保証
（ハード※のみ）

6

内容

• スタートアップが保有する技術
や提供価値を、外部に提供可能
な状態に仕立てられているか

• 事業会社の初期購買の対象とな
る製品・サービスを予め用意で
きているか

• 事業会社に対してどのような形
態で製品・サービスを販売すべ
きか

• 初期導入支援をどう請求するか
• 保守・運用はどのように整理す

るか

• 事業会社から求められた量が、
自社の最低販売量を下回る場合
に、どのように対応するか

• 製品の仕様や品質について、事
業会社とどのように取り決める
か

インタビューを基に抽出したベストプラクティス

• 製品は、関連する知的財産の整理等のパッケージ化をすることが望ましい
（製品・サービスの性質上カスタマイズを避けられないケースも多いが、基
本的な姿勢として技術や提供価値を磨き込み、ニーズにフィットするものを
つくる）

• 事業会社との初期購買取引に向け、製品・サービスを初期的なものとして提
供可能なものとするとともに、名称を確定させる

• 製品・サービスの定価を予め検討しておく

• ソフトウェアの販売は「ライセンス契約」とし知的財産を保有しやすくする
• 「ライセンス契約」は「利用規約」の形にして、交渉不要とする

• 製品のカスタマイズ（開発行為）は「初期購買・検証」においては行わない
こととし、初期導入支援は導入のための人件費として請求する

• 保守・運用が必要となった場合も、原則人件費として支払いを行うことが望
ましい

• 利用期間を限定し、製品を返却してもらう（レンタルの活用）
• 人件費等の費用を抑える等販売量以外での費用調整を行う

• 事業会社と事前合意した仕様への適合のみ保証する
• 製品の品質は検証の結果確認されるものとして、保証はしない（As-isのみ

保証し、To-Beは保証しない）

不適合責任に伴う
賠償への対応

（ハード※のみ）
7

• 不適合責任に対する賠償責任に
どう対応するか

• 不適合責任の範囲は仕様への適合のみとし、また補償は代替行為か解約（受
領代金の返金）に限定する

３．スタートアップの製品・サービスの調達・購買を通したオープンイノベーションの望ましい在り方

※ 詳細は、p45「初期購買モデル契約書が対応するビジネスケースの分類」参考



調達・購買を通したOI手法
“ベンチャークライアントモデル”

参考
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 初期購買・検証の実行においては、「どのような製品・サービスが適するのか？」「どのようにプロセスを
運用していくか？」が論点となることが想定される

 先進的にVCMに取り組む企業では、並外れた技術・プロダクトを持つスタートアップを対象として、VCM専
用の調達・購買プロセスを用いて、初期購買を行っている
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VCMにおける初期購買・検証の実行のポイント

VCMで対象とするスタートアップの要件

従来サプライヤーでは達成不可能な技術水
準及び効果を達成できること

• 知的財産権や技術的バックグランドを持
つスタートアップを想定

• 敢えてスタートアップと取引を行うべき
価値があることが重要

検証可能なプロダクトを持っていること

• 一定のPMF(Product Market Fit)を達成
したシリーズA以降のスタートアップを
想定

• プロダクトまたはプロトタイプがあるこ
とにより、迅速な初期購買・検証が実施
可能

VCMにおけるPurchase（初期購買）
プロセス運用のポイント

通常の調達・購買プロセスとは別に、スター
トアップの製品・サービスの検証のための初
期購買専用の調達・購買プロセスを設置する

専用プロセスの運用は、一定の金額以内※1に
限り、課題を取りまとめ、スタートアップを
探索し検証する部門が行う実務が多い

VCU ※2に相当する部門で初期購買予算を
プールしておきながら、初期購買費用の負担
を行う実務が定着している（定着後に一部事
業部門に負担させる場合あり）

出所）27pilots、 『スタートアップ協業を成功させるBMW発の新手法ベンチャークライアント』日経BP社より作成

参考

※1 初期購買の金額は一般的に5万ドル以下（日本では500万円以下）などで運用されている場合が多い

※2 ベンチャークライアントユニット（VCU）と呼称されており、いわゆるイノベーション部門、CVC部門が担うことも多い



 事業部門の課題抽出の際には、全社戦略と整合した課題に関連する事業部門をトップダウンで巻き込んでい
く方法や、事業部門とVCUのコミュニケーションの頻度と質を高めてボトムアップで拾い上げる方法がある

 いずれも、革新的な技術を持つスタートアップに関する情報提供を行うことで、抽出する課題が未来志向で
インパクトの大きいものになることが期待できる
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VCMにおける課題抽出のポイント

出所）27pilots、 『スタートアップ協業を成功させるBMW発の新手法ベンチャークライアント』日経BP社より作成

参考

• 事業部門とVCMを推進するイノベーション部門等との間に隔たりがあり、課題抽出が進まない

• 事業部門から抽出された課題が、現行の業務プロセスにおける軽微な課題に留まってしまい、
スタートアップソリューションを用いて解決をめざすべきインパクトのある課題が抽出できない

事業部門の
課題抽出における
よくある課題

トップダウンで
全社戦略と整合した
課題の抽出を行う

事業部門とVCUの
結びつきを強化する

特定の事業部門に対し
スタートアップに
関する情報を提供し
視野を広げさせる

• 経営トップの号令により事業部門に
対し課題抽出に真剣に取り組ませる

• 全社戦略と整合した課題について、
関連する部門を特定する

• 全社戦略を基にVCMでの重点テーマを特定した上で、
関連する事業部門を特定して課題抽出を支援する
（全社戦略に整合しているため、事業部門が必然的
に取り組みに前向きになることが期待できる）

課題抽出のポイント VCM導入企業による参考事例

• 事業部門とVCUのコミュニケーショ
ンの頻度と質を高めることで、課題
抽出を進めやすくする

• 課題解決に前向きな事業部門を発見
し、クイックウィンを実現する

• 事業部門の戦略策定・目標設定のタイミングで部門
長に課題についてヒアリングを実施する

• 現場社員へのアンケートやヒアリングを通じてボト
ムアップで課題やニーズを特定する

• 全社戦略に整合した課題に関連する
部門や、課題解決に前向きな部門に
対して、彼らに関連しそうなスター
トアップの情報を大量に提供するこ
とで、未来志向で課題を特定する

• タスクフォースとして全事業部門の企画部門・調達
部門が集まり、各部門のニーズやスタートアップ情
報を共有する

• スタートアップによる自社の工場見学会及び現場社
員との交流イベントを開催し、興味関心を高める











 望ましい調達・購買の在り方において重要なポイントである「戦略的利益の追求」について類型化し、
以降のページで類型ごとの関連事例について紹介する
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戦略的利益の創出の類型とVCMにおける関連事例

製品・
サービス

プロセス

既
存

新
規イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
対
象

その他

コスト改善 売上向上

• 新製品・サービスの開発におけるミッシングピー
スとして、スタートアップの技術を活用し、新規
売上を創出する（事例③）

• 製品・サービスの開発に際して、自社開発では時
間やコストが多大にかかる領域について、スター
トアップの製品を活用することで開発コストを削
減する

• スタートアップの技術を活用した、製品の機能強
化や付加価値向上により、顧客単価や顧客数を向
上する（事例②⑤）

• スタートアップの技術を活用することで市場投入
までの期間を短縮し売上機会の最大化を行う

• マーケティングなどのデータ分析ツールの導入に
より売上を増加させる

• 人手が多くかかっている作業を自動化、AI活用に
より人件費を削減する（事例①④⑥）

• スタートアップの製品・サービスを導入すること
で物流、在庫管理等のコストを最適化する

• 既存ITシステムを代替するスタートアップの製
品・サービスを活用することでITコストを削減す
る

戦略的利益

• 組織構造：人材や資産の有効活用のためにスター
トアップの製品・サービスを活用し、効率化を図
る

• チャネル／ブランド：チャネル改革やブランドイ
メージ向上のためにスタートアップの製品・サー
ビスを活用する

参考
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初期購買趣意書、初期購買モデル契約書の概要
４．モデル契約書の概要と活用方針

 「初期購買趣意書」は、スタートアップの製品・サービスの検証内容について事業会社とスタートアップで
合意するための書類である（法的な拘束力はない）

 「初期購買モデル契約書」は、スタートアップの製品・サービスの検証を目的とした初期購買の際に用いる、
専用の購買契約書である

• 事業会社における通常の調達・購買においては、一般的に下記の契約が取り交わされる認識である

➢ 取引基本契約：発注・納入・検査・支払など個々の取引に共通して適用される条件を定める契約

➢ 個別契約：取引基本契約の内容の元、注文書・注文請書のやり取りを通して個別契約を結び、具体的な製品・サービスを調達・購買

• 検証のための初期購買という位置づけを踏まえ、作成するモデル契約の分類は継続・反復取引を前提とした取引基本契約ではなく、個別の購買契約
書を想定している

（参考）通常の調達・購買プロセスにおける契約との違い

初期購買モデル契約書

• スタートアップが検証のために製品やサービスを提供し、
それに対して事業会社が対価を支払うことを定める

• 予め左記の初期購買趣意書を用いて検証内容を両者で合意
した上で、契約締結を行う

• 事業会社とスタートアップの間で交渉が発生しやすい内容
を予め排除することで、迅速に購買契約を締結し検証に移
行するため、可能な限りシンプルかつスタートアップフレ
ンドリーな内容としている

可能な限りシンプルな購買契約の形をめざし、
迅速に購買を実施する

初期購買趣意書

• 事業会社がスタートアップと事前協議のうえで作成し、
スタートアップに提示する（法的な拘束力はない）

• 主な内容は以下

- 検証活動を行う背景と目的、概要

- 検証の達成目標

- マイルストン

- 予算 など

初期購買を通じた検証では、PoC契約よりもライトな
初期購買趣意書を用いることで迅速に検証を実施する









初期購買・検証に関わる課題と初期購買趣意書・初期購買モデル契約書における対応

対応条項

• 初期購買趣意書
1.1

• ハード 第1条
• ソフト 第1条

• ハード 第7条・
第10条

• ソフト 第6条・
第10条

• 初期購買趣意書
2.3

• ハード 第4条・
第7条

• ソフト 第5条

• 初期購買の目的は「効果検証」であること
を契約書に定め、それ以外の目的での使用
を禁止する

• 事業会社からのフィードバックを製品改善
及び開発に活用してもよいものとし、その
知的財産権は全てスタートアップに帰属す
ることとする

• スタートアップは初期購買において、製品
の仕様※2のみを保証すればよいものとし、
品質については検証の中で本格採用を検討
する基準としてのみ確認するため受入検収
及び契約不適合責任の対象に含めない

• 事業会社は、プロジェクトの結果を
スタートアップにフィードバックすること
とする

初期購買・検証に関わる課題認識 初期購買趣意書・初期購買モデル契約書における対応方針

技術・ノウハウの
流出への懸念

１

知的財産権に係る
係争リスク

3

事業会社からの
高い品質要求

2

検証結果の
フィードバックが

得られない
5

• 初期購買趣意書
1.1

• 事業会社は、検証のプロセスやスケジュー
ル、達成目標等をスタートアップと合意の
上、事前に明確化する

検証の長期化4

４．モデル契約書の概要と活用方針

• 初期購買趣意書
2.3・2.5

• リバースエンジニアリング等
により、スタートアップの技
術・ノウハウが事業会社に流
出する懸念がある

• 検証において事業会社から
フィードバックを受けて製品
を改善した際等に、当該製品
に対して知的財産権の保有を
主張されるリスクがある

• スタートアップの製品に対す
る事業会社からの品質要求※1

が高く、受入検収を通過でき
ないケースや、契約不適合責
任を追及されるケースがある

• 検証の結果について、適切な
フィードバックが得られない
ままに、不採用となるケース
がある

• 事業会社とスタートアップの
スピード感の違いや、事業会
社の予算確保や意思決定の難
しさから検証が長期化する
ケースがある

※1 品質：製品やサービスの特性・性能が要求基準や期待にどれだけ適合しているかの度合いを指す
※2 仕様：製品やサービスの設計の詳細を指し、仕様書に定義される
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 初期購買趣意書や初期購買モデル契約書を活用いただくことで、事業会社とスタートアップの取引をより公平
かつ迅速なものとするとともに、双方にとってメリットある協業とするための一助となることを目指している
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初期購買趣意書、初期購買モデル契約書を活用するメリット
４．モデル契約書の概要と活用方針

オープン
イノベーション

の迅速化

⚫ 取引の手続きが事業会社やスタートアップ内で標準化されることで、個別の協業を速や
かに前に進めることができるとともに、後続事例が生みやすくなる

• 事業会社は、社内各所との調整（事業部門、法務部門、知財部門、購買部門等）が進みやすくなり、
スタートアップが持つ革新的な技術やアイデアの取入れが早く進む

• スタートアップは、協業の迅速化により製品の市場投入が進み、競争力の向上につながる

協業効果の
最大化

⚫ 事業会社とスタートアップ双方が、目的を予め理解した上で目標達成に向かって必要十
分なリソース（人的・予算等）を投入する関係構築を支援することで
望ましいオープンイノベーションの実現に寄与する

• 事業会社は、有望なスタートアップの自社への関与を高めつつ、その製品・サービスに早期にアク
セスできるようになり、戦略的な利益の獲得につながる

• スタートアップは、競争力の源泉となる知財に制約を受けずに安心して、かつ、事業会社の関与を
高めて協業を進められるとともに、取引実績の蓄積が製品・サービスや企業の成長につながる

双方にとって
合理的な取引の

促進

⚫ コンフリクトの発生しやすい事業会社とスタートアップの取引において、発生しやすい
論点を事前に確認して交渉時の不安を軽減できるとともに、双方のメリットを保った落
としどころの指針となる

• 事業会社は、部署単位で小規模にスタートアップの製品・サービスを利用することイノベーション
を実現しつつ、戦略的な利益も実現できる

• スタートアップは、自社の知的財産（技術やアイデア）を保護しつつ、協業を進めることができる




